
公立

9%

国立

11%

私立

80%

実施期間 令和７年10月3日～17日
調査対象 教職課程を置く国公私立大学教職課程事務担当者
回答総数 638大学※

※原則１大学1回答。ただし、学部学科により回答が大きく異なる場合は複数回答を可とする。

表１ 回答者の属性

資料２ー２

教職課程の運営に係るアンケート調査 結果

四年

81%

短期

19%

1

oikawa
長方形



130（65）単位程度

29%

140（70）単位程度

14%

150（75）単位程度

18%

160（80）単位程度

13%

170（85）単位以上

26%

教員養成を主
たる目的とす
る学部学科
回答数：368

表２ 教員免許状を取得して卒業する際の平均的な取得単位数

130（65）単位程度

20%

140（70）単位程度

8%

150（75）単位程度

18%
160（80）単位程度

34%

170（85）単位以上

20%

開放制の学
部学科
回答数：5４８

短期大学はカッコ書きの数字を参照。

100%

9%
～99%

11%

～49%

40%

0%

37%

その他、未回答

3%

開放制の学部学科
における教職科目
の卒業要件単位へ
の参入可能な割合
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表３ 介護等体験について

4%
7%

26%

28%

35%

3%
7%

31%

29%

30%

①特別支援学校

1

2

3

4

5

介護等体験の実施に
おける教育効果

回答数
４７５

（１～５段階で評価）

3% 4%

21%

28%

44%

9%

19%

33%

21%

18%

②社会福祉施設

1

2

3

4

5

介護等体験の実施に
おける教育効果

介護等体験の実施に
おける負担感介護等体験の実施に

おける負担感

回答数
４８３
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表４ 学校体験活動について

9%

13%

34%

27%

17%

1%
3%

14%

31%

51%

1

2

3

4

5

学校体験活動の実施
における負担感

（１～５段階で評価）

学校体験活動の実施
における教育効果

回答数
２０５
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表５ 免許法施行規則第６６条の６科目について

62%

85%

26%

35%

35%

12%

71%

60%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

体育

日本国憲法

外国語コミュニケーション

情報機器の操作

その他

学部学科により必修科目の位置づけが異なる

選択科目に位置づけている（免許状を取得する場合は必修）

教職課程の履修に関わらず、学部学科等の卒業必修科目に位置づけている

（100%=638大学）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学習者中心の授業デザイン・学習活動デザインについての理解増進、ファシリ

テーターとしての教師の役割についての意識向上

教育学や教師教育学、学習科学等に基づく省察的実践（仮説設定、教育実践、省

察）を通じて学び続ける教師としての意識・態度の育成

学習者中心の視点に立った教職科目体系の見直し（教科専門を含む）

教師・保護者・地域・専門家等と協働する態度や、協働できる環境を整える組織

マネジメントの資質・能力の育成

学校現場における教育データサイエンスの活用やSTEAM教育を先導する人材

の育成

障害のある児童生徒、外国人児童生徒、不登校、経済的に困難な家庭の児童生

徒、特定分野に特異な才能のある児童生徒等、多様な子供への理解・対応力

学部と教職大学院の一体的な教員養成カリキュラムの検討、現職教員研修（教

員育成指標）との連携の在り方の検討

これらの内容を含む科目は開設していない

表6 教員養成フラッグシップ大学重点課題※の取扱い状況

※コアカリキュラムに定める内容を除く。

（複数回答可）

（100%=638大学） 6



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1人1台端末を想定したタブレット端末を学生へ配布し、利用させている

実機を用いて電子黒板の使い方を教えている

実機を用いてデジタル教科書の使い方を教えている

授業風景や模擬授業を録画し振り返りや視聴ができるカメラやレコーダーを設

置している

教育実習事前指導において、実習校で使用するICT機器の使い方について予

習する機会を設けている

教職課程科目のCBT（コンピュータ上で実施する試験や学習）を実施している

教職実践演習の履修カルテをシステム化し、学生の履修状況等を教員が常に確

認できるようにしている

当てはまるものはない

表７ 教員養成におけるICTの利活用状況 （複数回答可）

（100%=638大学） 7



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教科指導の前提となる教科に関する専門的事項

教科指導力

教職の意義や服務、教育史、教育法規などの教育の基礎的理解に関する内容

児童生徒理解に関する内容（特別な支援を必要とする児童生徒への理解を含

む）

生徒指導、教育相談、進路指導

教育実習や学校ボランティア、インターンなどの現場の経験（特別支援学校を含

む）

先輩や若手教師との交流等を通じた教職への意欲の向上

GIGAスクールに対応する情報機器の使い方

一般教養として学ぶ憲法や体育、語学等

社会福祉施設等における体験活動等

表８ 教員養成においてより充実が必要と思う内容 （上位３つを選択）

（100%=638大学） 8



1%

8%

89%

2%

申請に向けて具体の検討を進めている

活用したいが具体の検討に至っていない

活用の予定はない

その他

表９ 教員養成における「大学設置基準における教育課程等の特例制度」の検討状況

「活用したいが具体の検討に至っていない」理由（抜粋）
• 本学科では、教員免許に加えて「救急救命士」や「社会福祉士」など

の国家資格の受験資格を取得できるようにしています。 そのため、
学生が教員免許とあわせてこれらの資格取得を目指す場合、学修
負担が非常に大きくなっています。 このような現状を踏まえ、教
員免許の取得要件について、より柔軟な運用が可能となることを
期待しています。

• 教員養成を主たる目的とする大学ではないため、制度が活用しに
くいから。

• 教員確保、必要単位増による4年卒業の困難さ
• 遠隔授業を活用した先導的な取り組みに関わり、既にオンデマンド

コンテンツの開発を進めているが、本制度を活用することに対し
ての検討とは連動していない。

• 特例制度により可能となる事柄を大学教育の中で具体的にどの
ように活かすことができるかの検討に至っていないため。

• カリキュラム編成や教員編成に検討を要するため。
• 新しい課程を新設した場合にかかる人件費、設備費等の捻出に大

きな課題がある為。
• 十分な体制が整っていない
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12%

12%

4%

72%

開設している（教員養成） 開設している（開放制）

学士課程で開設している 開設していない

表１０ 大学院の課程における「教育臨床研究」の開設状況
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